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Ⅰ 1983～ 87年 （暗黒の7月～インド平和維持軍派兵）


























る際、数ヶ月 わたりＬＴＴＥと もに何十キロも移動 てきたタミル人である。ほとんどは強制的に移動させられ きた人々、つまり国内避難民（ＩＤＰ）である しかしこの中には自主的にＬＴＴＥにつ 移動してきた民間人がい とは言い切れない。タミル人の中に ＬＴＴＥに共感 、あるいはシンハラ中心の政府軍に恐怖を抱いてＬＴＴＥについて行った人々もいるだ
ろう。これほどまでに大量の民間人を強制的に移動させながら戦闘するのはＬＴＴＥにとっても負担だったはずである。
　苦労して連れてきたタミル人たちはＬＴ
















に対するプレッシャーは続いた。五月末には、ジュネーブで国連人権委員会（ＵＮＨＲＣ）が開催され、スリランカが戦争犯罪に関わったとしてスリランカの現状について調査すべきだと 主張がなされた。かし最終的に スリランカの主張が賛成二九、反対一二、棄権六で認められた。賛成した国々の多くはアジア・アフ カ諸であった。これらの国々は西欧諸国のダブルスタンダードに反対票を入れたといえよう。テロ撲滅を主張し実際に行動しているにもかかわらず、一方で人権を振りかざて小国のテロ撲滅を阻止 ようと る矛盾への拒絶である。
　ただ、スリランカ側が国際社会の訴えに
対して全く誠実だったとは言い切れない。すでに三月の段階でアメリカの議員らおびクリントン国務長官がスリランカ問題をとりあげていた。このとき、彼ら ＩＤＰに対する発砲があることを根拠に政府に対して保護を求め、ＬＴＴＥがＩＤＰを人間の盾としてい 点につい 指摘した。同時期に国連人権委員長らもスリランカ政府に対して重大な懸念を表明し、戦争犯罪の可能性を指摘し、ＬＴＴＥによる少年兵 徴
兵を非難し、ＩＤＰの保護を求めている。
　しかし、国内メディアは国際社会がＬＴ







避難民は約三〇万人で、このうち二〇万人は四月末に一気に解放した人々である。バヴニヤ県の二九カ所の施設 分散して政府の保護下にある。難民キャンプの写真を見る限り、テントが整然と並び、とりあ ずの夜露はしのげる状態 なっているが、やはりトイレやシャワーなどの施設、食事などが圧倒的に不足している模様だ。
　ＬＴＴＥからは解放されたＩＤＰだが、





























きかった。 しかし、 当時の政府は具体的 果実を示すことに失敗 た。それも停戦合意が失敗した背景として指摘できる。従って、スリランカ政府としては人々の期待を早急に形のあるものにしていかねばならな
（あらい 　えつよ／在コロンボ海外研究員）
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